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平成 30 年度 厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦（厚⽣労働科学特別研究事業）研究 
「消防救急⾞の代替搬送⼿段における病院救急⾞の活⽤に資する研究」 

 
総括研究報告書 

研究代表者 伊藤 重彦 北九州市⽴⼋幡病院 救命救急センター 
 

要旨 
（⽬的）転院搬送における消防救急⾞の適正利⽤を⽬的に、消防救急⾞に代わる患者搬
送⼿段として、病院に属する救急救命⼠（以下、病院救命⼠）が病院救急⾞に搭乗して
患者搬送業務を⾏う、緊急⾛⾏しない緩やかな救急搬送システムの研究を⾏った。 
（⽅法）転院搬送における消防救急⾞以外の代替搬送⼿段として、病院救急⾞の活⽤を
推進するため、７つの分担研究を⾏い、病院救急⾞の活⽤における課題の分析と解決に
向けた検討を⾏った。 
（結果）代替搬送を担う病院救急⾞に搭乗する病院救命⼠が、現場及び患者搬送中の⾞
内で実施できる救急救命処置範囲を地域救急業務メディカルコントロール（MC）協議
会（以下、地域 MC 協議会）のもとで定め、病院救命⼠が搭乗する低緊急患者を対象
とした患者搬送業務において、オンライン MC 体制下の救急救命処置実施体制を構築
した。病院救急⾞の活⽤が進まない病院側の要因として、①運⽤に掛かる経費負担、②
事故等への責任と保障の負担、③患者搬送業務への医師、看護師の出務負担等が挙げら
れた。病院⾞を保有する病院の負担軽減策として、診療報酬上の加算、⾃治体による必
要経費等の⽀援を求める意⾒が多かった。 
（結語）緊急度が低い、病状の安定した患者搬送業務において、消防機関以外の救急救
命⼠が現場及び搬送⾞内で⾏う救急救命処置に対する新たな MC 体制を確⽴した。 
病院救急⾞の活⽤促進には、病院救急⾞を運⽤する病院側負担への⽀援策の検討が急務
である。 
 本研究成果として、働き⽅改⾰の観点から、病院救命⼠の活⽤は患者搬送業務におけ
る医師、看護師の負担を軽減し、消防救急⾞の適正使⽤による消防職員の労働環境改善
にも繋がると考えられた。 

 
 

Ａ．背景・⽬的 
 Ｈ29 年版救急・救助の現況報告による
と、全国の消防救急⾞による転院搬送件
数は総搬送件数の 8.4％（Ｈ28 年中）で
ある 1）。そのため、平成 28 年 3 ⽉、消
防庁次⻑及び厚⽣労働省医政局⻑の連名
により、転院搬送における救急⾞の適正
利⽤の推進に関する通知が出された２）。
転院搬送においては、消防救急⾞の代替 

 
 
搬送⼿段として、医師、看護師の同乗が
可能で、⼀定程度の医療資機材を積載し 
ている病院救急⾞の活⽤が期待されてい
るが、実際には病院救急⾞を保有する病 
院と特別の関係にある病院や施設間の搬
送、あるいは専⾨治療のための転院搬送
などに限定して活⽤されている。病院救 
急⾞の活⽤が進まない要因としては、病
院救急⾞を運⽤する病院側の負担（⾞両 
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Ƹȸの経費とŐ算Ƶ、医師・看護師同乗
の負担）、患者搬送中の事故や患者急Ɋ
ůの責任と保障等の課題が挙げられる
が、解決策やťƭはŲされていない。 
そXでŉÚ、転院搬送における消防救急

⾞の適正利⽤を⽬的に、消防救急⾞に代
わる患者搬送⼿段として、病院救命⼠が
病院救急⾞に搭乗して患者搬送業務を⾏
う、緊急⾛⾏しない、緩やかな救急搬送
システムǷ;）の研究を⾏った。患者搬送
中の安全Ƶを確保するため、消防機関に
属する救急救命⼠（以下、消防救命⼠）
以外の救急救命⼠の現場及び患者搬送中
の⾞内で実施する救急救命処置に対し、
地域 MC 協議会による新たな MC 体制を
確⽴するXととした。また、¦デル地đ
で病院救命⼠が搭乗する病院救急⾞によ
る患者搬送業務のŬĩ運⽤を⾏い、新ö
に消防救急⾞以外の代替搬送⼿段を活⽤
したいと考える地域のŚ考となるような
ťƭをŗ成するXととした。⽬Ȼǩ成に
必要なŁ⽬を表;にŲす。 

表;．⽬Ȼȓǩに必要なŁ⽬ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本研究成果により、消防機関以外に属
する救急救命⼠の活ɨの場をȂăすると
同ůに、医師、看護師の患者搬送業務に
対する負担軽減、転院搬送件数の減Ɠに
よる消防機関職員の負担軽減に繋がるX
とから、国が進める働き改⾰の⼀助にな
るXとが期待される。 

Ƿ;）緊急⾛⾏しない、緩やかな救急搬送
システムとは、地域医師会、地域 MC 協
議会、関係⾏政機関をは\め、地域Ɏ括
��システムに関わる多職Ž、関係Ǭ体
が連ĖするXとにより、消防救急⾞以外
の患者等搬送⾞を地域で有Ķ活⽤する患
者搬送システムをťす。 
 
C．対象・⽅法 

 病院救急⾞の活⽤促進に向けた研究⼿
ƈをư;にŲす。また、本研究の⽬的ǩ
成のために⾏った７つの分担研究内ɭを
表２にŲす。分担研究;では、病院救急
⾞の活⽤促進において解決すsき課題を
関係者間で協議し、新öに消防救急⾞以
外の代替搬送⼿段を活⽤したいと考える
地域のŚ考となるような課題解決に向け
たťƭをŲした。会議におけるē体的な
ŵø内ɭは分担研究報告においてƛしU
解ǁした。分担研究２では、全国政ɿť
定ȉ市消防本ɂを対象に�ン�ート調査
を⾏い、消防救急⾞による転院搬送の実
ǡと病院救急⾞が活⽤できる環境に関す
る調査を⾏った。分担研究=では、全国
の地域医療⽀援病院及び救命救急センタ
ーに�ン�ート調査を⾏い、病院救急⾞
保有医療機関のɐえる課題をǶ出し、解
決策について研究した。分担研究>で
は、MC 体制がʆɗであった病院救命⼠
に対し、全国にǂĒけて地域 MC 協議会
のなかに消防救命⼠以外の医療救護活ȗ
を検討する¸員会を設置し、救急救命処
置実施における新たな MC 体制を構築し
た。分担研究?では、ɃËĦ内の病院を
対象に病院救急⾞運⽤に掛かるē体的な
病院負担について分析を⾏った。分担研
究@では、地域Ɏ括��システムの⼀環
として、病院救急⾞をłʁ急病者の転院
搬送に活⽤しているȍĂȉ内（ʋƥđ、
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⼋Êš市）のǂ進事ʀをūř研究し、さ
らに 100 ə以上Ʈĸのȉ市ɂ病院におけ
る病院救急⾞の活⽤状況について、調査
研究した。分担研究７では、;から 
 の
分担研究成果として、北九州地域を¦デ
ル地đとして、病院救命⼠が搭乗する病
院救急⾞による患者搬送業務のŬĩ運⽤
を⾏った。本研究が⽬ťす�ールは、転
院搬送における消防救急⾞以外の代替搬
送⼿段として、病院救命⼠が搭乗する病
院救急⾞の活⽤を全国にɀ及さ_るXと
である。 
 
D．結果 
以下、それaれの分担研究の結果のÝɹ
を解ǁする。 
（分担研究１） 
転院搬送における病院救急車の積極的活
用に係る課題と解決策に関する研究 
 �29 年中の消防救急⾞による転院搬送
件数がɦ �3 ə 4 ǃ件である現状におい
て、病院救急⾞を保有する病院による病
院救急⾞の活⽤促進は、重要施策として
µ置gけられてきた。本分担研究におい
ては、地域Ɏ括��システムにおけるł
ʁ者対策の⼀環として、消防救急⾞の代
替搬送⼿段として病院救急⾞の活⽤に関
する課題、中でも活⽤が進まない要因に
ついて関係者間で検討し、さらに政ɿť
定ȉ市を¦デルとする病院救命⼠が搭乗
する病院救急⾞を活⽤する新しい患者搬
送システムについて協議した。 
全国的に病院⾞の活⽤が進まない要因の

⼀つが、病院救急⾞を運⽤する医療機関
にはメ©�トがƓなU、運⽤経費や£ン
�­ーの負担がǤきいXとである。また
現状では、搬送中の事故や患者急Ɋůの
トラ ルの責任が病院救急⾞を保有する
医療機関にõ属するXともɤ題である。 

病院救急⾞の地域活⽤のǂ進事ʀとし
て、ȍĂȉ⼋Êš市のłʁ者救急医療体
制Ļ域連ɳ会�⼋ł連�による患者搬送⽀
援システム=）があるが、地域で病院⾞を
Ą⽤する場ń、⾏政等の⽀援がなU、ß
病院の⾃ź的運⽤に期待するĕで活⽤を
促進していUXとはŊȠである（ư２）。 
 病院救急⾞による⼀Ȳ的な搬送ĕǡと
して、⾃院へž診ɘはȣ院する患者搬送
（Ĝえ搬送）と⾃院から転院する患者搬
送（送り搬送）があるが、本研究では、
緊急度が低い、ɘは病状がȵá的安定し
た患者を搬送対象とし、搬送患者の病状
や緊急度がƃ分確ȥ出ɱる、Ȣňからɜ
に連ĖしているいUつかの診療ƋといU
つかの×護施設を搬送ĪとするĜえ搬送
を積ċ的に⾏うXととした（ư=）。検討
会議では、Xのような搬送ĕǡでß病院
が保有する病院救急⾞を運⽤するXとに
ついて協議を進めた。地域医師会、病院
救急⾞を運⽤する病院⻑との検討会議を
２Ú（2018.10.9、2019.1.29）⾏い、病
院救急⾞を運⽤する病院側の負担と解決
策について検討した。また、地域 MC 協
議会にƋ属する MC 医師と消防職員との
協議を２Ú（2018.8.2、10.3）⾏い、病
院救命⼠、ɝ間救命⼠の救急救命処置範
囲とŎ研ƀ制度ついて協議した。 
 転院搬送における病院救急⾞の活⽤促

進においては、病院救急⾞を運⽤する医
療機関の負担をできるcけ軽減するXと
が重要で、病院救急⾞を利⽤する患者搬
送業務への診療報酬上の加算、あるいは
⾃治体による必要経費等の⽀援が必要で
ある。 
 
（分担研究2） 
転院搬送に病院救急車を活用するための
課題の抽出と解決策の検討 
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 転院搬送における消防救急⾞の適正利
⽤が求められている。ǂ⾏研究「転院搬
送における病院救命⼠が搭乗する病院救
急⾞活⽤に関する調査研究」で報告して
いるが、�2� 年中のɃËĦ下消防救急⾞
による総搬送件数にǄめる転院搬送件数
は 9.4％で、うdƐ病程度軽Ɨʀ 
�、医
師が同乗しなかった搬送ʀは 24�であっ
た。Xのような事²は消防救急⾞に代わ
り、ć¿・研ƀをうけた病院救命⼠が搭
乗する病院救急⾞による搬送がƃ分可能
である。 
 本分担研究では、消防救急⾞による転
院搬送の実ǡ調査から、転院搬送におけ
る病院救急⾞活⽤の課題と解決策及びŉ
Ĳ必要な施策を検討した。全国の政ɿť
定ȉ市の消防本ɂに対して、転院搬送の
実Ƣ、消防機関と関係機関との協議経Ö
について�ン�ート調査を実施した。	
また、ƪȝǆĦƖȟ地đの救急医療機関
の救急担ȏ医師に対して、病院救急⾞に
よる転院搬送の現状と課題、解決策につ
いてɇきŻり調査を⾏った。	
（１）政令指定都市消防本部に対するアン

ケート調査	

政令指定都市の20消防本部に対してア

ンケートを実施し、17消防本部から回答を

得た（回答率85％）。医師、看護師が同乗

しない転院搬送が約半数を占めた。この調

査結果から、消防救命士に代わり病院救命

士が搭乗して転院搬送できる事案が多い

ことが容易に想像できる。消防救命士によ

る転院搬送中の救急救命処置の内容も、血

圧測定（71.6％）や血中酸素飽和度測定（7

5.8％）、酸素吸入（75.8％）等が多く、特

定行為実施例は少なかった。分担研究４に

おいて消防救命士以外の行う救急救命処

置に特定行為を含めなかったことの根拠

となる結果である。回答した消防本部にお

ける転院搬送患者の傷病程度は、重症が	

14.8％、中等症が76.8％であった。この

結果は、先行研究「転院搬送における病院

救命士が搭乗する病院救急車活用に関す

る調査研究」で示したＨ27年中福岡県下搬

送事案と同じ傾向であった。全国の消防本

部において入力される転院搬送患者の傷

病程度の項目は、重症と中等症の２者選択

である。このことを考慮すると、消防救急

車による転院搬送が絶対適応となる事案

は約15％と思われる。病院救急車を始めと

する消防救急車以外の患者等搬送車を積

極的に活用できる環境整備（経費負担、事

故補償、運転手を含む人材確保、搭乗救命

士の処置内容の質の担保とＭＣ体制等）が

進めば、消防救急車による転院搬送事案の

多くは他の代替搬送手段でも搬送が可能

である。	

（２）転院搬送の現状と課題に関する救
急医療機関に対するɇきŻり調査	
ƪȝǆĦƖȟ地đの救命救急センター

（1）、救命救急センターかつ地域医療⽀
援病院（3）、地域医療⽀援病院（2）、ȡ
次救急医療機関（1）のĚ７施設の救急
担ȏ者に対し、ß医療機関による転院搬
送の現状と課題解決について意⾒ǻŻを
⾏った。病院救急⾞を保有していても実
運⽤していないɵɪとして、①Ʈ材の確
保、②費⽤負担、③責任ɤ題が挙げられ
た。Xれは、分担研究;の「転院搬送に
おける病院救急⾞の積ċ的活⽤に係る課
題と解決策に関する研究」で挙がった負
担要因と同\であった。消防救急⾞への
同乗òƇは、重Ɨ患者についてはċɾ同
乗しているが、病状の安定した患者には
同乗していない施設がtと�どであっ
た。そのɵɪとしては、救急にĖわる医
師がƓなU、救急⾞に同乗するXとで新
たな救急患者をžけȣれるXとができな
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UなるXとであった。搬送業務への医
師、看護師の負担が、病院救急⾞活⽤が
進まない重要な要因となっていた。 

消防庁と厚⽣労働省の連名で出された、
転院搬送における消防救急⾞の適正利⽤
の推進に関する通知（消防救ǥ34Ń、医政
ȫ0331ǥ48Ń平成28年3⽉31Ȣ通知）から
２年以上が経Öしたが、転院搬送における
消防救急⾞の適正利⽤�イ�ラインへの
対Éには、いまc地域Ōがある。 

ŉĲ、病院救急⾞の活⽤を全国的にɀ
及・促進さ_るためには、ß地域において
関係者間のさらなる協議が必要である。 
また、病院救急⾞活⽤の推進においては、
⾏政による制度の構築、経Œ的・ć¿的⽀
援はƳȷとも必要である。 
 
（分担研究３） 
病院に属する救急救命士（病院救命士）
の病院内業務及び患者搬送業務の実態に
ついて 
本分担研究の⽬的は、働き⽅改⾰の⼀環

として、消防機関に属さない救急救命⼠
の患者搬送業務や院内業務への活⽤がȏ
Þ医療機関の医師・看護師の負担軽減に
及uすĶ果に関する調査・研究である。 
 全国の救命救急センター及び地域医療
⽀援病院 �88 施設を対象に、病院救命⼠
の院内業務及び患者等搬送業務の実ǡに
ついて�ン�ート調査を⾏った。2
0 施
設（Úȑɷ 44.2％）からÚȑをȚた。 
;）病院救命⼠をı⽤している医療機関 
 Úȑ医療機関のうd、�8 医療機関
（22.�％）が病院救命⼠をı⽤し、ı⽤
Ʈ数は２名以下がȮ数であった。病院救
命⼠のおもな業務内ɭについては、救急
外ɱ・救急病ȎなどƊ療ɂ⾨での業務が
�� 医療機関�4
.2��でŏも多U、本研究
の⽬的である病院救急⾞など搬送ɂ⾨で

の業務は 32 医療機関（2
.8％）であっ
た。病院救命⼠ı⽤ �8 施設のうd、患
者搬送業務において医師、看護師と⼀ƌ
に病院救急⾞に病院救命⼠が同乗してい
る施設が 3
 施設（
2％）ある⼀⽅で、
病院救命⼠がǪȜで搬送業務を⾏ってい
る施設は 1� 施設（2�.8％）にとどまっ
た。たcし、消防救急⾞以外の搬送⼿段
として、緊急度が低い病状の安定してい
る患者搬送を病院救命⼠のwで⾏うXと
については、49 施設（84.4％）がŜ成し
た。 
２）病院救命⼠をı⽤していない医療機
関 
救急救命⼠をı⽤していない 202 医療機
関のうd、1�3 医療機関（8�.
％）がů
間外救急業務において、看護師がȿǗし
ているとÚȑした。多Uの医療機関は、
救急外ɱ業務、患者搬送業務の補助⽬的
で病院救命⼠をı⽤するXとが、医師、
看護師の負担軽減になると考えていた。 
また、MC 協議会ɘは病院 MC 下で病院
救命⼠が院内で救急救命処置を実施する
Xとについて、1
9 医療機関（83.
％）
がŜ成した。 
 看護師ȿǗがǚUなか、病院救命⼠の
活ɨの場はŉĲ確実にĻがって⾏UとŤ
われる。本研究では、病院救命⼠の現場
及び搬送中の⾞内活ȗに対して、地域K
D協議会によるKD体制を確⽴した。 
ŉĲはß地域において、病院救命⼠の救
急救命処置に対するȽÏ・検ƚシステム
を確⽴していUXとが重要である。 
 
（分担研究４） 
消防機関以外に属する救急救命士の患者
等搬送業務におけるメディカルコントロ
ール（MC）体制及び救急救命処置範囲
に関する研究 
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 本分担研究のテーマは、転院搬送等に
おける消防救急⾞の代替搬送⼿段とし
て、低緊急患者における病院救急⾞を含
む患者等搬送⾞の積極的活⽤である。低
緊急とはいえ、搬送中に⼀定程度の医学
的管理が必要となる場合がある患者であ
る以上、現場及び患者搬送中の⾞内活動
において、搬送患者の病状観察やバイタ
ルサインの測定、急変時に迅速な対応が
実施できるためには、医療従事者が搭乗
する患者搬送形態が望ましい。そこで、
転院搬送業務において、病院に属する医
師、看護師の代わりに、病院救命⼠が搭
乗し⼀定範囲の救急救命処置ができる体
制について検討した。 
現状においては、各地域で定められた

MC 体制下に患者搬送業務を⾏っている
のは消防救命⼠のみで、病院救命⼠や⺠
間事業所に属する救急救命⼠（以下、⺠
間救命⼠）が消防救急⾞以外の患者等搬
送⾞で患者搬送業務を⾏うための MC 体
制は整備されていない。また、いわゆる
病院 MC 体制では、病院救命⼠が実施で
きる救急救命処置範囲を各医療機関がそ
れぞれ独⾃に定めている上、患者急変時
のオンライン MC や事後検証、再研修体
制が整備されていないため、医療救護活
動の質が担保できていない問題があっ
た。そこで、MC 協議会に属する MC 医
師や法律家等を交えて協議を⾏い、地域
MC 協議会において、消防救命⼠以外の
救急救命⼠による患者搬送業務に対する
活動要綱、研修要綱を策定した。また、
地域 MC 協議会が認定する救急救命⼠
（以下、MC 協議会認定救命⼠）制度を
導⼊し、再研修制度、患者等搬送⾞両の
条件等を策定した。消防救急⾞の代替搬
送⼿段として、患者等搬送⾞に搭乗する
消防機関以外の救急救命⼠に対する新た

な MC 体制を確⽴した。 
 
（分担研究５）  
 病院救急車の積極的活用における病院
負担等に関する検討 
 病院救急⾞の活⽤が進まない要因とし
て、病院救急⾞を所有する病院側の負担
が挙げられる。搬送中の事故、搬送患者
急変時の責任の所在、医師、看護師の病
院救急⾞搭乗に伴う⼈件費、⾞両整備、
運⽤に掛かる経費等具体的な負担につい
て、福岡県内の病院に対してアンケート
調査を実施し、病院救急⾞による搬送業
務の採算性や負担軽減策について研究し
た。461 施設に調査を依頼し、171 施設
から回答を得た（回答率 37.1％）。 
病院救急⾞保有は 45 施設（26.3％）、⼀

般病院⾞のみの保有は 90 施設（52.1％）
であった。73.3％の施設で転院搬送時に
医師⼜は看護師が同乗しており、病院救
命⼠の同乗は 1.5％に過ぎなかった。 
搬送中の事故等の責任については、⾃院
と他院の間の搬送中の事故では、78.9％
の施設が病院⾞保有施設が責任を担うべ
きであると回答した。⼀⽅、病院⾞保有
施設と関係ない病院・施設間搬送中に発
⽣した事故責任は、病院⾞保有施設
20.5％、搬送元・搬送先施設 28.7％、⾏
政機関 43.3％と意⾒が分かれた。また、
多くの病院⾞保有施設が、病院⾞の整
備・保険等への年間経費を 10〜20 万と
⾒積もっていた。病院救急⾞を地域が共
有して運⽤するためには、保健福祉主管
部局等⾏政機関において、予算⾯を含め
何らかの⽀援が必要と思われた。 
 
（分担研究６） 
都市部における病院救急車の運用に係る
課題の整理と解決方略に係る指針の作成 
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 ȍĂȉʋƥđと⼋Êš市において、地
域Ǫµで病院救急⾞による患者搬送を⾏
っている医療機関をūřし、運⽤にŪる
経¼、運⽤実ƾと課題について調査し
た。また、Ʈĸ 100 ə以上の政ɿť定ȉ
市の病院を対象に病院救急⾞運⽤の現状
と課題について�ン�ート調査を実施し
た。 
本分担研究においては、ȍĂȉでǂ進運
⽤されている病院救急⾞の地域活⽤を全
国の政ɿť定ȉ市«¡ルのƮĸ地域にお
いてɀ及さ_るための課題と解決策に関
する調査が⽬的である。 
（;）ǂ進事ʀのȽÏ・分析 
 ȍĂȉʋƥđにおいては、ʋƥđŕǧ
療法患者・łʁ者搬送⽀援事業（通ƙ0
かつしかŕǧ医療�¢ート搬送ȣ院シス
テム）は、ɦ 4
 əƮのƮĸ地域におい
て運⽤されている。かかりつけ医のȭǭ
で搬送Īから搬送ǂへ患者搬送を¶ɲ、
病院救急⾞をƋ有する 2 医療機関が平Ȣ
ȢČǟに患者搬送を担っている。課題は
利⽤が⾒Ňまれるłʁ者施設からの搬送
¶ɲの減Ɠである。ȍĂȉ⼋Êš市にお
いては、⼋Êšŕǧ療ɰ救急搬送⽀援事
業の⼀環として、ɦ �
 əƮの地域Ʈĸ
において運⽤されている。消防救急⾞に
代わる搬送⼿段として活⽤件数がǓ加し
ており、2018 年実ƾは �00 件である。
両地域とも、重Ɨ度にÉ\て医師、看護
師が同乗し、救命救急⼠のwによる患者
搬送の適Éは、病院救急⾞を運⽤する病
院に属する医師がȭǭしていた。 
（２）Ʈĸ 100 ə以上ȉ市ɂ運⽤の実Ƣ 
Ʈĸ 100 ə以上の政ɿť定ȉ市の病院

に対して病院救急⾞活⽤の現状と課題に
ついて調査した。�ン�ート対象 1229
施設のうd、��8 施設からÚȑをȚた
（Úȑɷ 4�.4％）。Úȑ施設の 2�.9％が

病院救急⾞を保有しており、運⽤ů間ǟ
は �3.�％が平ȢȢČǟであった。運⽤ĕ
ǡとしては、⾃施設から⾃施設以外の転
院搬送がŏも多U（91.
％）、⾃施設以外
から⾃施設への搬送（�9.
）、⾃施設以外
から⾃施設以外への搬送（
.�％）のƈで
あった。転院搬送における消防救急⾞の
適正利⽤の観点からは、低緊急患者の⾃
施設から⾃施設以外への搬送において病
院救急⾞を活⽤するXとはもd��であ
るが、⾃施設以外から⾃施設への搬送、
とUに連Ėする×護施設や診療Ƌ等の搬
送¶ɲに積ċ的に対ÉしていUXとが重
要である。 
 ȍĂȉʋƥđや⼋Êš市のŬwは全国
にɀ及するまでにはŪっていない。地域
Ɏ括��システムが進x中、患者搬送業
務において病院救急⾞をĄ⽤するために
は、病院救急⾞運⽤に掛かるƎ経費の負
担とɫ算・補助のあり⽅、病院救急⾞保
有施設と関係ない施設間搬送にȬう事故
等への保障のあり⽅など、国や地⽅⾃治
体が検討していUsき課題は多い。 
 
（分担研究７） 
北九州地域における病院救命士が搭乗す
る病院救急車による患者搬送業務の試験
運用 
 北九州地域 MC 協議会がƋìする地域
において、病院救命⼠をı⽤している=
つの医療機関（い^れも MC 協議会施
設）がŚ加し、病院救命⼠が搭乗する病
院救急⾞による患者搬送のŬĩ運⽤を⾏
った。Ŭĩ運⽤期間は平成 30 年 11 ⽉ 1
Ȣから平成 31 年 2 ⽉ 28 Ȣまでの>¯⽉
間で、運⽤ů間ǟは平ȢȢČǟとした。
Ŭĩ運⽤にŚ加した病院救命⼠は、MC
協議会が定めるƋ定の研ƀをƀɺし、
MC 協議会からȥ定された病院救命⼠ 14
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名である。すsての搬送事²において、
分担研究>の成果Ʉである MC 協議会Ȓ
⼀の搬送÷ʄ、救急救命処置÷ʄを⽤
い、すsての搬送事²に対して、MC 協
議会医師による事Ĳ検ƚを⾏った。 
（;）搬送患者の内ɧ 
 Ŭĩ運⽤期間 4 ¯⽉間の搬送件数は 
4
件である。すsての事²が病院救急⾞で
Ǜの場ƋへĜえに⾏った転院搬送（Ĝえ
搬送）の事²であり、⾃院からǛ院等へ
の転院搬送（送り搬送）はñまれていな
い。Ŵ患の内ɧは、内因Ƶ 4� 件、外因
Ƶ 1� 件である。搬送患者の年ʁ構成は
�� ő以上のłʁ者が 4
 件（�1.8％）と
多U、
� őɛɚの搬送はわ^か � 件であ
った。運⽤ĕǡは、病院から病院への搬
送が �4 件で、うdɦ 30％がɟƔ診療Ƌ
からの搬送¶ɲであった。施設から病院
への搬送は 10 件であった。搬送中の救
急救命処置は、�ルスオ�シメーターǏ
Ǵとğ°ǖ定など搬送患者の病状観řに
対して実施した処置がtと�どであっ
た。オンライン MC によるťș・助ĭを
必要とする救急救命処置実施事²は、低
ŝǊÍに対するŝǊȋɬ（10 ʊ�分）の
;ʀのwであった。��ターカーや消防
救急⾞要ƻが必要となる患者急Ɋ事ʀは
なかった。本研究⽬的の⼀つが、病院救
命⼠がǪȜで搭乗する患者搬送システム
の安全Ƶの検ƚである。そのため、搬送
対象はȵá的病状が安定した低緊急患者
としていた。実際の運⽤で、搬送¶ɲĪ
の緊急度ȭǭにɤ題はなかった。  
病院からの¶ɲにȵs、施設からの¶ɲ

がƓなかった要因として、搬送患者の緊
急度ȭǭを施設で⾏う事がȠしかった可
能ƵがŲŋされた。 
 別Łのǂ⾏研究で報告しているよう
に、北九州市内医療機関の病院救急⾞運

⽤実ƾの多Uは、⾃院からǛの病院への
転院搬送であった。4 ¯⽉間の運⽤実ƾ
は 
4 件であったが、病院救命⼠が搭乗
する病院救急⾞による患者搬送におい
て、Ǜの病院やɟƔ診療Ƌ、あるいは施
設から⾃院への搬送事²を分析・ȽÏで
きたXとは、本研究成果として有⽤であ
った。また、Ŭĩ運⽤を通して、分担研
究>の成果である、病院救命⼠の患者搬
送業務における新しい MC 体制の安全Ƶ
と有⽤Ƶが確ȥされた。 
 
E．考ř 
 ǽłʁŷ会にȣったȢ本において、急
病で医療機関へž診や搬送が必要となる
łʁ者はŉĲÆ1Ǔ加する。⼀⽅で、緊
急度やƐ病程度にかかわら^、ž診、搬
送⼿段がないために消防救急⾞を利⽤_
ZるをȚない現状がある。現ŕ、医療機
関へのž診、搬送を必要とする場ńのス
ト«��§ーをơȸした患者搬送⼿段と
しては、①消防救急⾞、②病院が保有す
る病院救急⾞、③ɝ間事業Ƌが保有する
患者等搬送⾞がある。本研究の調査結果
として、消防救急⾞による転院搬送事²
のなかには、医師、看護師の同乗を必要
としない、病状が安定した患者搬送が多
いXとがȭった。消防救急⾞の適正利⽤
の観点から、地域医師会、地域 MC 協議
会及びłʁ利⽤者が多い×護施設等が連
Ėして、消防救急⾞以外の搬送⼿段を活
⽤していUXとが重要である。本研究成
果として、消防機関以外の救急救命⼠に
対する新たな MC 体制を構築した。いま
までʆɗであった「いわ|る病院 MC 体
制」から、病院救命⼠の患者搬送業務に
おける救急救命処置範囲を地域 MC 協議
会がē体的に定めた意ùはǤきい。    
また、オンライン MC 下で現場及び搬送
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⾞内活ȗが可能となり、⼀定程度医学的
ìɵが必要な低緊急患者の転院搬送にお
ける安全Ƶが確保された。ŉĲ、消防救
急⾞の代替搬送⼿段として、消防救命⼠
以外の救命⼠が搭乗する患者等搬送⾞の
șȣを検討している地域に対して、運⽤
²の⼀つをȂăできたと考えている。 
 地域Ɏ括��システムにおいては、Ƃ
wéれた地域内で医療や×護がžけられ
る環境Ƹȸが進�でいるが、急病ůに利
⽤できる消防救急⾞以外のž診・搬送⼿
段の検討は進�でいない。Ɍ⾏ŊȠなȜ
Āłʁ者が消防救急⾞以外のž診⼿段を
確保するXとはɭºではない。また、消
防救急⾞をįqtどではない低緊急患者
が利⽤できる搬送⼿段が確保されている
地域はtと�どない。救急安Ƨセンター
事業（:�119）においても、緊急度がł
い場ńに 119 ȴ通報をçƑするシステム
はあるが、低緊急ůの»ȗ⼿段に関する
Ƣ報Ȃăはȿƃ分である。救急⾞をįq
sきかどうかの緊急度、ž診・搬送ǂや
ž診・搬送⼿段について、地域かかりつ
け医にいつでもǍǯできる体制がɵǌ的
である。ư>は、ǹ者等が考える地域Ɏ
括��システムにおける緊急⾛⾏しない
緩やかな患者搬送システムのƒɱǒであ
る。łʁ者がƂwéれた地域内で医療や
×護がžけられるŞǋw、急病ůにもか
かりつけ医にǍǯし、消防救急⾞以外の
搬送⼿段がǇǨできる体制ŗりが必要な
ů期にきている。 
 
 

F．結語 
 病院救急⾞を活⽤した、緊急⾛⾏しな
い患者搬送システムを研究し、緊急度が
低い、病状の安定した患者搬送業務にお
いて、消防機関以外の救急救命⼠が現場
及び搬送⾞内で⾏う救急救命処置に対す
る新たな MC 体制を確⽴した。本研究成
果として、病院救命⼠が搭乗する病院救
急⾞の積ċ的活⽤により、病院職員（医
師、看護師、病院救命⼠等）の労働負担
の平čÍ、及び転院搬送における消防救
急⾞適正利⽤により、消防機関職員の労
働環境改善にも繋がると考えられる。 
 
G．Ã⽤ɆĤ 
;）Ｈ29 年版救急・救助の現況報告
�''$���))).��!�.�#.�$�"�('�%�'#$��&��#
(�#(��29�12�291219��#(�#(�2.$�� 
２）転院搬送における救急⾞の適正利⽤
の推進について $�� 
�''$&���))).��!�.�#.�$� �)&�'('�'&(��&&
�'&�280331��*(34.$�� 
=）Ǹĸ正ĺ/病院救急⾞を利⽤したł
ʁ者搬送⽀援システム（救急のȢシン¢
��ムŀÈスライ�資ɼ 2013 年 9 ⽉）
�''$���))).�(�(&���#��".!�'%#.'#�*#.�$
��%*#��*((�*((��*(�*("#���2��*(�*("#
��.�� �&�&��%*#(�3.$�� 
H．利ÆǍȯ 
Ʃ告すsき利ÆǍȯなし 
Ｈ．ȫ表・ʅɆ 
ȫ表なし、ʅɆなし 
J．�的·�のNÊ6�Å�� 
特になし 
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  ư;．病院救急⾞の活⽤促進に向けた研究⼿ƈ 
 
  表２．７つの分担研究の内ɭ 
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ư２．⼋Êš市łʁ者救急医療体制Ļ域連ɳ会�⼋ł連� の患者搬送⽀援システム（ȍĂȉ） 
（出Ȇ/Ǹĸ正ĺ/病院救急⾞を利⽤したłʁ者搬送⽀援システム0救急のȢシン¢��ムŀÈ資ɼ 2013） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ư=．政ɿť定ȉ市における、病院救急⾞による患者搬送⽀援システム²（研究¦デル） 
（9⾃院からの転院搬送（送り搬送）ではなU、Ǜの場Ƌからの搬送žȣれ（Ĝえ搬送）を積ċ的に 
⾏うシステムをǌ定している） 
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 ư>．地域Ɏ括��システムにおける、緊急⾛⾏しない緩やかな救急搬送システムのƒɱǒ 
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